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第１章 策定背景 

本市では、市街地のスプロール化を防ぎ、秩序ある良好なまちづくりを図ることを

目的として昭和４８年（１９７３年）２月に「生活圏道路網」及び「生活圏道路整備

要綱」（以下、「細街路整備計画」という。）を策定して以来、土地利用時における行

政指導及び土地所有者等の協力を得ながら本市の良好な住環境の形成・維持に貢献し

てきました。 

しかし、本市における市街地の拡大はほぼ収束していることや、我が国が本格的な

人口減少社会を迎え、今後交通需要の増加が見込まれないことなどから、本市の道路

計画の根幹となる都市計画道路網も大きく見直しされました。 

そこで、計画策定当初の趣旨・目的や変化する社会情勢を踏まえ、市内全域に生活

系の道路網計画を持つ必要性を判断し、細街路整備計画及び制度の見直しを行い、新

たに「細街路整備計画」を策定するものです。 

 

これまでの経過 

昭和４８年（１９７３年）２月 「生活圏道路整備要綱」 策定 

平成 ６年（１９９４年）    行政手続法制定 

平成 ９年（１９９７年）    豊中市行政手続条例制定 

平成１２年（２０００年）    地方自治法改正 

平成１８年（２００６年）    細街路整備計画の今後のあり方を検討 

平成２３年（２０１１年）    大阪府内一斉に都市計画道路の見直し 

～平成２５年（２０１３年） 
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第２章 細街路整備計画のこれまでの取組み 

（１）策定経過 

昭和３０年（１９５５年）以降の高度経済成長の波を受けて急激に都市化が進行し、

無秩序な宅地開発による空間の不足等により生活環境の悪化を招きました。 

このような無秩序な宅地開発は、全国的な社会問題となっていたため、昭和４３年（１

９６８年）に都市計画法が全面的に改正されました。 

本市においても都市計画法の改正に伴い全市域が市街化区域に指定されて以来、良好

なまちづくりの一環として生活圏域における道路空間の確保のため、昭和４８年（１９

７３年）２月に「細街路整備計画」を策定しました。 

 

（２）計画網の配置の考え方 

細街路整備計画網の配置の基本的な考え方としては、既成市街地については２５０ｍ

間隔に、周辺市街地については、１００ｍ間隔を原則として現道に沿って計画するとい

うものです。 

一方、「千里ニュータウン地区」、「野畑・少路地区」、「東泉丘・西泉丘地区」、「上新田

地区」については、面的な開発が必要であることから新市街地整備を計画しており、細

街路整備計画からは除外されました。 

また、幅員については、車のすれちがいが可能な最低道路幅員６．０ｍ（道路敷６．

７ｍ）を基本とし、通学路の安全対策、土地利用計画及び現況等を勘案のうえ、道路幅

員８．０ｍ（道路敷８．３５ｍ）～１２．０ｍの歩車道分離道路を一部配置しています。 

 

※幅員別細街路計画延長 

計画幅員（ｍ） 路線数 延長（ｍ） 

６．７  １８４ ６０，０４２．１ 

８．３５ ３ １，４９８．２ 

９．０  ２７ １１，９２０．３ 

１２．０  ４ ３，４２１．８ 

計 ２１８ ７６，８８２．４ 

                ※ＧＩＳより算出 
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※細街路整備計画網図 
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（３）計画策定後の経過 

細街路整備計画網は幅員６．７ｍ～１２．０ｍの整備拡幅ですが、土地利用が開発許

可に該当する場合は、開発許可の管理者協議の結果として幅員６．０ｍ（道路敷６．７

ｍ）以上の道路が概ね整備され、開発行為による帰属として所有権移転がなされてきま

した。 

この際、６．０ｍを超える部分を、生活圏道路整備要綱に基づき買収及び整備した箇

所はわずかであり、大半が市内一律単価の助成金を支給しています。 

また、開発許可に該当しない土地利用においては、窓口等において情報提供を行って

いますが、敷地が狭小なことや計画策定後の地価の高騰等からほとんど協力が得られて

いない状況です。 

空港周辺における農地については、農地転用の際に後退部分の無償寄付を受けること

が多くありましたが、これは、空港周辺の用途地域が準工業地域であり、その土地利用

形態から比較的幅員の広い道路が必要とされたためと考えられます。 

 

※細街路整備計画助成実績 

 年度 
助成費 

備考 
件数 面積（㎡） 金額（円） 

昭和４５年 １ ６１．２８ １，９８３，２００ 工事費含む 

昭和４６年 １１ １，６０９．３２ ２５，２６１，３６１ 補償費含む 

昭和４７年 １８ １，６３１．２７ ２５，２５９，４００  

昭和４８年 ９ ９６４．６０ １８，２７９，７８２  

昭和４９年 １２ １，１１８．５２ ３２，２０２，８２０  

昭和５０年 ７ ２１７．４２ １７，７１９．２７３ 補償費含む 

昭和５１年 ８ ６９１．４９ ２５，０２２，７２１  

昭和５２年 １１ ３９６．１４ １６，６４９，０３６  

昭和５３年 ９ ２７３．２６ １０，１３５，７７３  

昭和５４年 １４ ４１８．７４ １７，６７０，８１２  

昭和５５年 ２ ４０．４４ １，２１３，２００  

昭和５６年 １５ ５６２．５６ １６，８７６，８００  

昭和５７年 ５ １３９．４９ ４，１８４，７００  

昭和５８年 ９ ４７２．１２ ２４，６６２，４０１  

昭和５９年 ４ ４００．３８ ２２，０１５，２６０  

昭和６０年 ８ ２０２．１６ ６，０６４，８００  

昭和６１年 ２１ ４０６．６５ １７，７１８，５５０  

昭和６２年 ４ １１８．４８ ７，１０８，８００  

昭和６３年 ３ １２８．１３ ７，６８７，８００  

平成 元年 ２ ２０．２９ １，４２０，３００  

平成 ２年 ４ １５８．５９ １１，１０１，３００  

平成 ３年 ３ ７１．９６ ８，９９５，０００  

平成 ４年 ４ １２７．１４ １５，８９２，５００  

平成 ５年 ３ １２２．９８ １５，３７２，５００  

平成 ６年 ５ ４０２．９２ ５０，３６５，０００  
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※細街路整備計画助成件数 

 

  

平成 ７年 ６ ３８９．５９ ４８，６９８，７５０  

平成 ８年 ４ ７８．６２ ９，８２７，５００  

平成 ９年 ４ ２１４．９４ ２６，８６７，５００  

平成１０年 ４ ７７．３３ ９，６６６，２５０  

平成１１年 １ ６．０２ ７５２，５００  

平成１２年 １ ８１．８７ １０，２３３，７５０  

平成１３年 ２ １１．８６ １，４８２，５００  

平成１４年 １ １４．０５ １，７５６，２５０  

平成１５年 ３ ９２．３７ １１，５４６，２５０  

平成１６年 １ ２５．３９ ３，１７３，７５０  

平成１７年 ０ ０ ０  

平成１８年 ２ ２９．６７ ３，７０８，７５０  

平成１９年 ２ ７７．１０ ９，６３７，５００  

平成２０年 ０ ０ ０  

平成２１年 ２ ９０．４７ １１，３０８，７５０  

平成２２年 ０ ０ ０  

平成２３年 １ ３．８２ ４７７，５００  

平成２４年 １ ６７．０６ ８，３８２，５００  

平成２５年 ２ ８５．０６ １０，６３２，５００  

平成２６年 ２ １０８．１９ １３，５２３，７５０  

平成２７年 ２ ４９．９６ ６，２４５，０００  

平成２８年 １ ２４．２３ ３，０２８，７５０  

平成２９年 １ ６５．６６ ８，２０７，５００  

平成３０年 ０ ０ ０  

計 ２３５ １２，３４９．５８ ６００，０２０，５８９  
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（４）細街路整備計画の整備状況 

細街路整備計画の整備状況については、幅員別で見ると、幅員が広くなるほど整備率

が高い傾向となっています。 

計画幅員１２ｍや９ｍの路線周辺は農地が広がっていた地域を中心に計画されていた

ことから協力が得られやすく、整備が比較的容易に進んだものと考えられます。 

計画幅員６．７ｍの路線については市内の広範囲にわたって計画されており、古くか

ら市街化が進んでいた地域に計画されていることから、面的整備の進捗が進まなかった

ものと考えられます。 

次に、地域別で見ると、南部が最も高く、次に西部、東部と続いています。 

南部は密集事業に基づく道路計画と細街路整備計画が概ね重複している箇所があり、

密集事業で整備している箇所も多々あることから最も整備率が高くなっていますが、都

市基盤整備が未整備のまま市街化が進んだという背景もあり、幅員４ｍ未満の道路の割

合は市全体に比べて高い状況です。 

西部は空港や高速道路など広域的な交通条件に恵まれており、それらにアクセスする

道路の整備に伴って、細街路整備計画の整備も進捗したと考えられます。さらに工業系

施設が多く、比較的敷地規模に余裕があり、かつ運送車両等が頻繁に通行することから

道路幅員を広げることにメリットがあったため協力が得られやすかったものと思われま

す。 

東部は面的な事業など計画的に都市基盤整備が進められており、その一環として細街

路整備計画の整備も進んでいるものと考えられます。その他の地域はかつて急速に戸建

住居等が建設されスプロール化し、幅員の狭い道路を挟んで住居が密集しているような

地域が多く、まとまった整備が進められなかったものと考えられます。 

用途地域別で見ると、工業系の用途地域が最も整備率が高く、住居系の用途地域が最

も低い整備率となっています。 

工業系用地については上記でも述べたように、大型車が頻繁に通行するため、沿線企

業にとっても道路幅員を拡げることにメリットがあることから協力が得られやすく整備

が進んでいるものと考えられます。 

住居系については、戸建住宅では敷地規模に余裕がないといった物理的な障害がある

ことに加え、土地価格の上昇に伴い住民の権利意識が高くなっているため、市内一律の

補助金では不公平感が高まることもあって、協力が得られにくいものと考えられます。 

以上のことより、以前より市街化されていた地域は整備の進捗が進まず、近年市街化

された地域や工業系地域などで整備が進んでいます。細街路整備計画の整備を進めるに

当たり、沿線関係者にメリットがある場合には整備が進捗するものの、そうでない場合

は、協力が得られていない現状です。 
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※細街路計画整備状況 

 （ⅰ）幅員別整備状況 

計画幅員 

（ｍ） 

計画延長 

（ｍ） 

両側整備延長 

（ｍ） 

片側整備延長 

（ｍ） 

未整備延長 

（ｍ） 

整備率 

（％） 

６．７ ６０，０４２．１ １２，４３２．７ ５，８９３．１ ４１，７１６．３ ２５．６ 

８．３５ １，４９８．２ ３６６．０ １１０．３ １，０２１．９ ２８．１ 

９．０ １１，９２０．３ ３，４１５．６ １，３２２．２ ７，１８２．５ ３４．２ 

１２．０ ３，４２１．８ １，１４８．５ ８０６．０ １，４６７．３ ４５．３ 

計 ７６，８８２．４ １７，３６２．８ ８，１３１．６ ５１，３８８．０ ２７．９ 

 

 （ⅱ）地域別整備状況 

地域 
計画延長 

（ｍ） 

両側整備延長 

（ｍ） 

片側整備延長 

（ｍ） 

未整備延長 

（ｍ） 

整備率 

（％） 

北部 ３，７５３．１ ４５１．０ ３５４．５ ２，９２９．５ １６．７ 

東部 ６，８９２．５ １，５４０．２ ９２９．３ ４，４３６．７ ２９．１ 

中北部 １８，７４２．７ ２，８８０．３ ２，１８４．１ １３，４６１．４ ２１．２ 

中部 １３，４１１．２ ２，３３４．２ １，５７６．３ ９，４８５．６ ２３．３ 

西部 １８，２５６．９ ４，４２６．５ ２，３８３．１ １１，４９１．１ ３０．８ 

南部 １５，８２５．９ ５，７３０．５ ７０４．３ ９，４０３．８ ３８．４ 

計 ７６，８８２．４ １７，３６２．８ ８，１３１．６ ５１，３８８．０ ２７．９ 

   

（ⅲ）用途地域別整備状況 

用途 

地域 

計画延長 

（ｍ） 

両側整備延長 

（ｍ） 

片側整備延長 

（ｍ） 

未整備延長 

（ｍ） 

整備率 

（％） 

住居系 ５２，４７８．９ ９，１５８．７ ５，４１５．６ ３７，９０４．６ ２２．６ 

商業系 １，７８４．６ ３９１．８ １３１．９ １，２６０．９ ２５．７ 

工業系 ２２，４５２．９ ７，７８４．２ ２，５８４．１ １２，０８４．６ ４０．４ 

その他 １６６．０ ２８．１ ０．０ １３７．９ １６．９ 

計 ７６，８８２．４ １７，３６２．８ ８，１３１．６ ５１，３８８．０ ２７．９ 

※1：平成 31 年（2019 年）4 月現在 

※2：ＧＩＳより算出したため延長等は誤差を含む 

※3：整備率は換算延長により算出 

※4：地域区分は都市計画マスタープランの地域別を参考に区分したもの。 

但し、北東部は細街路整備計画網がないため除外。 

※5：その他は「無指定地」を示す 
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※細街路整備計画整備状況図 
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※地域別細街路整備計画整備率図 

 

各ブロックごとの整備率 

市全体の整備率 

凡例 

27.9 

27.9 

27.9 

27.9 

27.9 

27.9 

16.7 

21.2 

29.1 

23.3 

30.8 

38.4 
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第３章 状況の変化 

（１）社会経済情勢の変化 

細街路整備計画策定時の昭和４８年（１９７３年）より社会情勢は大きく変化しており、

今後は本格的な人口減少・少子高齢化社会の到来を迎えることや本市において市街化が一

定収束していることなど、計画策定時より必要性が変化しているものと考えられます。 

 

１）人口 

本市の人口は、平成２７年（２０１５年）には国勢調査年次におけるピークであった昭

和６０年（１９８５年）の９５．７％まで減少しています。 

また、本市の高齢化率は全国値を下回るものの急速に進んでいます。 

表- 本市人口の推移 

     

昭和35年

昭和45年

昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成7年

平成12年

102% 170,325

186,440 200,183

201,419 98% 159,146

208,317 99% 151,489

203,776 101% 140,343

183,994 126% 114,458

昭和40年

2.32 〃　 10,805.4

平成2年

平成17年

平成22年

平成27年 395,479 187,319 208,160

204,238 101% 166,677 2.34 〃　 10,637.7

99% 161,418 2.40 〃　 10,563.5

389,341 185,103

386,623

2.46 〃　 10,702.9

97% 155,001 2.57 〃　 10,899.1

391,726 190,307

398,908 195,153 203,755

2.71 〃　 11,197.7

102% 146,510 2.82 〃　 11,290.0

409,837 201,520

413,213 204,289 208,924

2.87 〃　 11,015.7

108% 129,997 3.06 〃　 10,884.8

403,174 199,398

398,384 198,158 200,226

3.22 〃　 10,068.3

147% 86,131 3.39 〃　 7,976.4

368,498 184,504

291,936 146,900 145,036

人口密度

99,789 156% 52,020 3.83 36.60 5,438.9

総 数 男 女 (ｋ㎡） (人／ｋ㎡）

199,065 99,276

年 次
人 口 （ 人 ）

対前回比
世 帯 数

（ 世 帯 ）
世帯人数
（人／世帯）

市域面積

 

 
図-本市人口の推移 
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図-高齢化率の推移 

                                   国勢調査より 
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２）土地利用状況 

本市の土地利用は住宅等の一般市街地が中心で約４割を占め、新たな土地利用が見込める

用地は市全域の１割程度です。 

地域別で見ると、北部及び東部に新たな土地利用が見込める用地が多く存在し、西部及び

南部の一部に比較的大きい敷地が存在しています。 

 

※土地利用表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

       ※平成２７年（２０１５年）都市計画基礎調査より 

 

 

 

土地利用 面積（ha） 市域に対する割合（％） 

一般市街地 １，４９０．３ ４０．７ 

商業業務地 １５４．３ ４．２ 

工場地 １４２．２ ３．９ 

官公署 ２６．２ ０．７ 

公園・緑地 ２６３．５ ７．２ 

運動場・遊園地 １７．７ ０．５ 

社寺敷地 

公開庭園 
２６．４ ０．７ 

学校 ２０１．６ ５．５ 

墓地 ３２．７ ０．９ 

田・休耕地 ４８．３ １．３ 

畑 ４６．５ １．３ 

山林 １５．０ ０．４ 

水面 ９４．４ ２．６ 

低湿地・荒蕪地 ５．３ ０．１ 

公共施設 １４４．１ ３．９ 

道路・鉄軌道敷 ６７８．１ １８．５ 

その他・空地 ２７３．２ ７．５ 

計 ３，６６０   １００   
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※土地利用現況図

※平成２７年（２０１５年）都市計画基礎調査より 



14 

 

３）交通量 

大阪府のパーソントリップ調査によれば、大阪府内の自動車発生集中交通量は、平成１

２年（２０００年）から平成２２年（２０１０年）の間に平日で約１７％減少しており、

国においても昨今の人口推移から将来予測交通量は徐々に下方修正されています。 

また、本市内における自動車保有台数について、平成元年以降増加傾向にありましたが、

平成８年をピークに減少傾向に転じています。 

 

 

大阪府ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査より 

      図-大阪府内における交通量の変化（平日） 

 

 

                       豊中市統計書より 

        図-豊中市内における自動車保有台数  
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（２）都市計画道路の見直し 

大阪府では、成熟型社会の本格的到来、社会情勢の変化を踏まえて、必要性や

実現性などを多角的に検証し、平成２３年度（２０１１年度）から順次都市計画

道路の見直しが行われました。 

本市においても、この一斉見直しに合わせて、市域の都市計画道路網の再評価

を実施し、計画の必要性に加えて実現性を検証した結果、大幅な見直しを行いま

した。 

 

 

【本市域の都市計画道路見直し結果】（平成２５年度（２０１３年度）末） 

（単位 延長：ｍ） 

  豊中市決定路線 大阪府決定路線 全体 

計画 

延長 

完成 

延長 

未整備

延長 

計画 

延長 

完成 

延長 

未整備

延長 

計画 

延長 

完成 

延長 

未整備

延長 

変
更
前 

延長 53,120 38,687 14,433 47,090 31,565 15,525 100,210 70,252 29,958 

路線 33 28 22 16 14 9 49 42 31 

変
更
後 

延長 43,160 37,267 5,893 35,180 30,505 4,675 78,340 67,772 10,568 

路線 27 24 14 16 14 4 43 38 18 

廃止延長 8,540 10,850 19,390 
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※都市計画道路見直し（平成２５年度（２０１３年度）末） 
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（３）法の制定及び改正 

本市では従来から、土地利用の規制・誘導について、法令に基づく規制に加え、

条例、要綱、指針等に基づく行政指導により、手続きの付加や対象の拡大、基準

の強化等を行ってきました。 

しかし、行政手続法（平成６年（１９９４年）１０月１日施行）や豊中市行政

手続条例（平成９年（１９９７年）１０月１日施行）の制定を契機に、行政活動

全般にわたって透明性を向上し、説明責任を果たすことが方向付けられました。 

また、改正地方自治法（平成１２年（２０００年）４月１日施行）により細街

路整備計画の整備に対して強い行政指導による協力が得られにくい状況となって

います。 

 

 

    ※行政手続法（抜粋） 

     （行政指導の一般原則）  

第三十二条  行政指導にあっては、行政指導に携わる者は、いやしくも当

該行政機関の任務又は所掌事務の範囲を逸脱してはならないこ

と及び行政指導の内容があくまでも相手方の任意の協力によっ

てのみ実現されるものであることに留意しなければならない。  

２  行政指導に携わる者は、その相手方が行政指導に従わなかった

ことを理由として、不利益な取扱いをしてはならない。  

（申請に関連する行政指導）  

第三十三条  申請の取下げ又は内容の変更を求める行政指導にあっては、

行政指導に携わる者は、申請者が当該行政指導に従う意思がない

旨を表明したにもかかわらず当該行政指導を継続すること等に

より当該申請者の権利の行使を妨げるようなことをしてはなら

ない。  
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豊中市行政手続条例（抜粋） 

(行政指導の一般原則) 

第三十条  行政指導にあっては，行政指導に携わる者は，いやしくも当該市   

の機関の任務又は所掌事務の範囲を逸脱してはならないこと及び行

政指導の内容があくまでも相手方の任意の協力によってのみ実現さ

れるものであることに留意しなければならない。 

2   行政指導の相手方は，当該行政指導が，環境の整備保全，災害の  

防止その他公の利益の保護を目的とするものであるときは，その趣 

旨及び内容を尊重するよう努めなければならない。 

3   行政指導に携わる者は，その相手方が行政指導に従わなかったこ

とを理由として，不利益な取扱いをしてはならない。 

(申請等に関連する行政指導) 

第三十一条 申請等の取下げ又は内容の変更を求める行政指導にあっては， 

行政指導に携わる者は，申請者が当該行政指導に従う意思がない 

旨を表明したにもかかわらず当該行政指導を継続すること等によ

り当該申請者の権利の行使を妨げるようなことをしてはならない。

ただし，当該行政指導に従わないことにより，環境の整備保全，  

災害の防止その他公の利益の保護に著しい支障が生じると認めら

れるときは，行政指導に携わる者は，当該行政指導を継続するこ 

とができる。 

(許認可等又は承認の権限に関連する行政指導) 

第三十二条 許認可等若しくは承認をする権限又は許認可等若しくは承認に

基づく処分をする権限を有する市の機関が，当該権限を行使する 

ことができない場合又は行使する意思がない場合においてする行

政指導にあっては，行政指導に携わる者は，当該権限を行使し得 

る旨を殊更に示すことにより相手方に当該行政指導に従うことを

余儀なくさせるようなことをしてはならない。 

 

地方自治法（抜粋） 

第十四条   普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条第 

二項の事務に関し、条例を制定することができる。  

2   普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、   

法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によらなければなら

ない。  

3    普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、

その条例中に、条例に違反した者に対し、二年以下の懲役若しくは

禁錮、百万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円

以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。  
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第４章 課題整理 

（１）社会情勢の変化に対応した計画の見直し 

今後の本格的な人口減少・少子高齢化社会の到来を迎えること及び交通量の減

少や大幅な都市計画道路の見直しなど大きく社会情勢等が変化しているなか、細

街路整備計画の必要性等について見直しが必要です。 

また、細街路整備計画路線の沿道に狭小敷地が数多く既に存在していることや、

地形的に高低差が大きい等、整備自体が困難な路線もあります。 

 

（２）要綱による行政指導の限界 

行政手続法、豊中市行政手続条例及び改正地方自治法により、行政指導には限

界があり、生活圏道路整備要綱では、農地転用、道路位置指定、建築確認申請そ

の他建築に要する土地利用の際に指導するとなっていますが、実際には建築確認

申請の際に情報提供等を行っているものの、建築計画等がある程度固まった状況

での協議となるため協力は得られにくい状況です。   

また、行政指導については都市計画法に基づく開発許可の事前手続きである道

路管理者協議などの際に行っているのが現状です。 

 

（３）細街路整備計画の周知方法 

細街路整備計画は、生活圏道路整備要綱に基づく行政指導として、建築確認申

請や開発許可の事前協議等の際に行っているものの、市民や事業者にとっては、

建築・開発行為等を行う際に初めて当該土地に細街路整備計画路線が存在するこ

とを認識することが多く、周知方法に問題がある状況にあります。 

 

（４）細街路整備計画の助成方法 

細街路整備計画に協力した際の助成金について、市内一律の単価であるため、

地域によっては、実際の土地評価額と助成金単価に大きな開きがあることから公

平性に問題がある状況にあります。 
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第５章 関連計画 

   細街路整備計画道路網見直しにあたって、市の将来像等を示す関連計画は以下のとお

りです。 

 

（１）第４次豊中市総合計画 

  第４次豊中市総合計画における豊中の将来像は以下のように定めています。 

 

１）豊中の将来像 

令和９年度（２０２７年度）に実現するまちの将来像を『みらい創造都市とよ

なか ～あしたがもっと楽しみなまち～』と設定し、まちの将来像実現に向けた

施策体系としてつぎのとおり掲げています。 

  

〇子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり 

〇安全に安心して暮らせるまちづくり 

〇活力ある快適なまちづくり 

◇都市基盤の充実 

〇いきいきと心豊かに暮らせるまちづくり 

 

以上の施策体系を踏まえ、細街路整備計画に関連する施策「都市基盤の充実」

では次のように定めています。 

 

２）安全で安心して移動できる総合的なみちづくり・交通環境づくり 

○都市を支える道路の体系的な整備と長寿命化 

・活力ある都市活動と円滑な移動を支える幹線道路などの整備を体系的に進め

るとともに、老朽化が進む道路ストックを計画的に維持修繕し、長寿命化に

取り組みます。 

○人が主役となる安全で快適な道の整備 

・身近な生活道路において、歩行者の安全や快適性を高めるため、道路環境の

改善に取り組みます。 

〇交通安全対策の推進 

・交通事故の防止に向けて、交通安全施設の整備を進めるとともに、通学路に

おいては、市民および関係機関と協同した対策を進めます。また、交通環境

を阻害する放置自転車については、指導・整理・撤去などの対策に取り組み

ます。 
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（２）第２次都市計画マスタープラン 

都市計画マスタープランは、市町村自らが定める都市計画の総合的な指針とな

るもので、総合計画が示すまちの将来像について、都市計画の面から実現するた

め、拠点整備や土地利用、道路・公園などの整備、防災や景観面での取組みなど

の考え方を分かりやすく示しています。 

１）都市づくりの課題のうち、細街路整備計画に関連するもの 

〇道路交通環境の改善に資する取組みの推進 

〇災害に対する安全性の向上 

〇地域特性を踏まえたまちづくりの推進 

 

以上の課題を踏まえ、細街路整備計画に関連する「都市整備の方針」では次

のように定めています。 

 

２）都市づくりの方針のうち、細街路整備計画に関連するもの 

   〇誰もが移動しやすい交通環境づくり 

    ・超高齢化社会や将来的に見込まれる人口減少へ対応していくため、円滑な

自動車利用や災害時の避難路などとして機能する既存道路の活用、都市計

画道路などの整備促進はもちろんのこと、公共交通を中心として、歩いて

暮らせる交通体系づくりをめざします。 

    ・公共交通による市域内外への移動の利便性や快適性の向上とあわせて、南

北軸に比べて弱い東西軸の強化を進めるとともに、徒歩や自転車利用にお

ける安全で楽しめる道路空間の確保など、障害者やこども、外国人に至る

まで、さまざまな市民・事業者・来訪者が地域特性に応じて、自動車・公

共交通・自転車・徒歩のいずれかを自由に選択しながら利用できる、便利

で快適な交通機能の充実を進めます。 

   〇安心・安全に暮らせるまちづくり 

    ・急速な都市化などによる都市基盤が脆弱な市街地において、地震や浸水、

土砂崩れなどの災害対策に取り組んでおり、将来にわたって市民が安心し

て日々の生活が送れるようにするため、「豊中市地域防災計画」に基づき、

災害に強く、安心・安全に暮らせるまちづくりをめざします。 

    ・さまざまな災害に対して、被害を未然に防止するための取組みや、被害を

最小限にくいとめるための取組みを進め、大規模な災害が起きた場合に速

やかな復興に取り組めるように備えるとともに、市民や事業者の自主的な

活動によって地域における防災力を強化するなど、ハード・ソフト両面か

らの多様な備えにより、防災と減災に向けた取組みを進めます。 
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   〇地域の個性を活かしたまちづくり 

    ・まちの成り立ちや土地の利用状況の違いなどにより、地域ごとにさまざま

な個性を有しており、その個性を活かし伸ばすことで、本市に“住みたい” 

“訪れたい”と思われる魅力あるまちづくりや、働く場をつくるまちづく

りをめざします。 

    ・市民・事業者・市民公益活動団体などの地域に関わる多様な主体と行政と

の協働の取組みにより、地域の特性や資源を踏まえた拠点整備や土地利用

など、地域の個性を活かしたまちづくりを進めます。 

 

 

（３）その他の関連計画 

１）庄内・豊南町地区住環境整備計画 

庄内・豊南町地区は、高度経済成長期に道路や公園などの公共施設が未整備の

まま急速に木造賃貸住宅や戸建住宅などの建設が進んだことから、道路などの都

市基盤の整備や建物の不燃化など、安全・安心に暮らせるまちづくりを推進して

おり、防災性向上や住環境改善の観点から必要な事業箇所を抽出し、選択と集中

による主要生活道路・緑道の整備を行うことを方針としています。 

 

２）企業立地促進計画 

産業振興のためのインフラ整備を企業立地促進施策の一つとして挙げています。 

具体的には、産業誘導区域内において、大型車の安全な通行に課題のある道路

（細街路に該当）を拡幅等により産業利用に相応しい道路として整備することと

しています。 

実施にあたっては、市が用意する各助成金も活用しながら、細街路の整備と同

等の考え方である開発行為時などに開発者の協力を得て整備を図ることとしてい

ます。 

 

３）大阪国際空港周辺地区整備計画 

「大阪国際空港周辺整備計画」の実施のための計画で、地域と空港との調和を

図るため、道路、公園等の配置を中心とする望ましい土地利用の方向づけを行う

計画であり、環境対策としての性格とともに都市整備のための性格をも有する計

画案として示されました。 

対象となる７地区（走井、勝部、原田、利倉、豊島北、豊島、野田）において

地区内道路の現存道路の拡幅および新設道路の整備案が示されています。 

    なお、現在計画内容の見直しを行っています。 
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第６章 細街路整備計画の見直し 

「第４章 課題整理」に掲げた課題を踏まえ、評価項目、評価基準を整理し、全

ての細街路整備計画路線について、必要性、実現性などについて評価を行い、存

続路線については、手続きのあり方、支援策など実現するための手段を検討しま

す。 

 

（１）機能評価の視点 

都市における道路機能としては、円滑な移動を確保するための交通機能、歩行

空間や都市防災等の空間機能、街区を構成するための市街地形成機能があります

が、「第４次豊中市総合計画」及び都市計画の総合的な指針である「第２次都市計

画マスタープラン」では、本格的な少子高齢化社会の到来等の社会情勢の変化等

を踏まえ、集約型都市構造や歩行者等の安全な通行の確保、災害に強い都市構造

の形成などの方針が示されています。 

これらの計画の方向性を踏まえ、必要性を評価する機能は「交通処理機能」、「交

通安全機能」、「防災機能」とします。 

また、実現性については、沿道の土地利用状況や支障となる物件等の有無、住

民ニーズ等で評価します。 

 

（２）評価項目 

１）必要性 

〇計画論 

市域の基幹道路網の形成に必要な道路又は関連する計画に位置付けられた道路

かを確認します。 

〇交通処理機能 

細街路整備計画網が廃止された都市計画道路への接続の有無を確認します。 

また、見直し対象路線と同等の機能を有する現道が存在するかどうかを評価し

ます。 

〇交通安全機能 

通学路の指定等により歩行者・自転車交通の需要が高いと考えられる路線であ

って、現状では整備されていないなど、整備することによって歩行者や自転車

の安全性が向上する路線かどうかを評価します。また、駅を中心とした集約・

連携型の都市形成に貢献する道路であるかどうかも評価します。 

〇防災機能 

災害時に避難者の安全な通行の確保に貢献する道路かどうかを評価します。 

 更に、南部地域においては、選択と集中の観点から、特に防災性向上をめざし、
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平成 30 年度に策定された「豊中市庄内・豊南町地区住環境整備計画」の整備

計画路線をもとに評価します。 

 

２）実現性 

〇支障物件 

評価対象路線が、現状において以下のような課題を有しているかどうかを評価

します。 

・沿道の協力が得にくい戸建住宅や近年に建物が更新された住宅などの建ち並

ぶ状況や、沿道敷地と高低差が大きいなどの地形状況。 

〇住民のニーズ  

細街路整備計画路線の整備には地権者や地域等の協力が必要であり、事業に対

する地権者や地域がどのように考えているのか（存続・変更・廃止等）につい

て評価します。 

 

３）地域固有の課題 

当該路線の固有の課題（過去の寄付帰属の状況や過去の経過等）を把握し、廃

止することが地域の実情に即したものであるかを確認します。 

 

（３）細街路整備計画網の見直しの流れ 

「（２）評価項目」に基づき、「見直しフロー」に沿って個別路線毎に見直しカ

ルテを作成し、関係部局等と調整しながら、「存続」・「廃止」・「留保」・「凍結」に

分類します。 

 
評価 内容 

「存続」 

必要性が高く、実現性もあることから引

き続き細街路整備計画道路として推進して

いく路線 

「廃止」 
必要性が低く、地域固有の課題などが特

に無いことから計画を廃止する路線 

「留保」 

必要性が低い又は戸建住宅の建ち並びや

地形上の問題より実現性は低いが、地域固

有の課題により（過去の寄付帰属の状況や

経過等）廃止することが好ましくない路線 

「凍結」 

現在計画内容の見直しを行っている関連

計画との整合性を図るため、計画を凍結す

る路線 
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（４）留保路線について 

過去に寄付又は帰属により提供を受けたが、戸建住宅が建ち並んでいることや地形の

高低差などから路線として実現が困難な場合は、留保路線とします。 

細街路整備計画は地域の課題などを解決するための一つの手法であり、現在は様々な

制度や施策が整備されています。 

   そのため、一旦計画の廃止を留保し、地域のまちづくりへの機運が高まり、細街路整

備が必要であると合意形成が得られた路線については、再度整備計画路線に位置付ける

ものとします。 

 

 

       
路線の評価 

留保路線 

 細街路整備計画 他の手法による対応 

・交差点など局所的な道路改

良などの交通安全事業 

etc 

細街路整備が必要と合意形成された

場合には、計画ルートも含めて細街路

整備計画路線へ位置付けを検討 

細街路整備が必要 

他の手法による 

課題改善 

他の手法 

まちづくりへの機運が高まる 
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図－見直しフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要性 

 ●関連計画 

 （１）関連する計画の指定状況を確認 

（２）市域の基幹道路網の形成に必要な道路か確認 

 ●交通処理機能 

（１）都市計画道路の見直し案の廃止路線への接続状況 

 （２）代替機能路線の有無 

 ●交通安全機能 

 （１）通学路の指定状況 

 （２）駅勢圏内外状況 等 

 ●防災機能 

 （１）防災施設へのアクセス状況 等 

無 

廃止路線 存続路線 

有 

実現性 

 ●地形上の制約、沿道上建築物状況、事業等の確認 

無 

留保路線 

無 有 

有 

 

地域固有の課題 

まちづくりへの機運 
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細街路整備計画道路網見直し評価結果 
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第７章 新・細街路整備計画 

（１）新・細街路整備計画基本方針 

    本市はまちの成り立ちや土地の利用状況によって、一定の道路空間が必要な地

域を有しており、整備が必要な路線は新・細街路整備計画として位置付け、健全

な都市発展のため行政と民間協力により推進する道路整備計画として、秩序ある

良好な市街地を形成及び防災性の向上に寄与することを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新・細街路整備計画の推進に向けた施策展開 

１）計画の明確化 

  市民又は事業者から計画の推進に向け理解を得るため、新・細街路整備計

画を条例に位置付けます。 

 

２）事前協議制度を導入 

  計画の実効性を高め、新・細街路整備計画の趣旨に理解を得るため、建築

確認申請等を行う場合は、事前に協議を行う制度を導入します。 

 

 

市民 事業者 

行政 

細街路整備計画路線の整備 

細街路整備計画の普及 

及び施策の推進 

細街路整備計画の必要性の

理解と協力 
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３）協力者への支援 

  建築後退分以上の細街路整備計画後退敷地の用地買収を行います。また、

道路整備等については、豊中市狭あい道路等の寄附に関する要綱に準じた助

成等の支援を行います。 

 

 

 

  

      

   

 

※地区や土地利用面積等により用地買収範囲が異なる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細街路整備計画後退敷地について 
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４）安全対策 

  細街路整備計画後退敷地については、周辺の土地利用状況及び幅員に応じ

た安全対策等を整備とあわせて行います。 

 

（３）新・細街路整備計画の見直し 

  細街路整備計画は、土地利用時における行政と民間協力により推進する道

路整備計画であるため、長期の期間を要することから、今後の社会情勢の変

化などにも対応していく必要があります。 

  そこで、社会情勢の変化や、総合計画などの関連計画の見直し、新たな制

度への対応などが生じた場合には、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

豊中市狭あい道路等の寄附に関する要綱抜粋 

（道路整備等） 

第６条 私有道路敷の寄附に伴う道路整備等については、寄附申

込者が道路整備等を行い、市長がこれに要する費用を予算

の範囲内で助成する、又は市長が道路整備等を行うことが

できる。 

  ２ 前項の道路整備等とは、次の各号に掲げる工事等とする。 

（１）舗装工事 

（２）側溝工事 

（３）分筆測量 

（４）その他市長が必要と認める工事等 

３ 前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当するものに

ついては適用しない。 

（１）豊中市土地利用の調整に関する条例第２条第１項第

５号アからエまでに掲げるもの又は関連するもの。 

（２）営利を目的とする不動産の分譲又は賃貸の事業に伴

うもの。 

（３）国又は地方公共団体若しくはその他これらに準ずる

公共的機関が築造する道路。 

（４）前各号に掲げるもののほか、助成等をすることが適

当でないと市長が判断するもの。 
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新・細街路整備計画道路網 
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